
令和８年１０月２９日

公営電気事業経営者会議

中長期的な保安力確保の取組み
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■公営電気事業とは
・地方公営企業法に基づいて地方公共団体が経営する電気事業。
・「企業の経済性の発揮」と「公共の福祉の増進」という地方公営企業法の「基本原則」
の下、「県民生活の向上」と「地域社会への貢献」に取り組む。

■公営電気事経営者会議（令和８年4月1日現在）
・会員数 2４事業体（1都1道1府21県）
・設備概要
発電所数 35７ヵ所、出力242万ｋＷ
※太陽光、風力を含む

水力発電所数 3１５ヵ所
出力 2３１万ｋＷ

※うち揚水式水力発電所 １ヵ所 ２５万kW

公営電気事業について
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MW

一般水力発電では日本全体に対して７％の出力



公営電気事業経営者会議 会員の水力発電所（設備）概要
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(令和８年４月１日現在)
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年代別規模別発電所建設状況

令和８年４月１日現在
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職員数の推移

・公営電気事業の職員数は減少傾向
・ただし、希望による退職延長制度（60歳→65歳)、再雇用制度により現在一時的に維持

［若手職員数は減少］

（人）



中長期的な保安力確保上の課題
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対策課題項目

・職場環境の改善
・外部委託の活用
・職員の退職延⾧、再雇用

・技術職員(公務員)の採用難
・電気・ダム水路主任技術者の確
保

人材

・DX・スマート保安の一層の推進
・技術継承の仕組みを強化
・保守支援システムの導入

・減少した若手職員への技術継承
・保安技術の効率化

技術

・計画的な改修・修繕の実施
・予防保全、状態監視の強化（DX等）
・オーバーホール周期の延伸化
・事業費の計画的な確保
・非平常時への対応力向上

・主要発電設備の老朽化
・物価高騰による開発・修繕コス
ト増
・渇水対策
・災害時の対応

設備
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職場環境の改善

・職員確保のため職場環境の改善が重要
・山間僻地で職員合宿所を併設していた発電管理事務所を通勤範囲内へ移転した例

［R7.4月・山梨県］
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DX・スマート保安の一層の推進

・最も導入が進んでいるのはネットワークカメラ、次いでドローン [R7]
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保守支援装置の導入状況

・近年は保守支援装置の導入に向けた動きが活発化

コスト削減
業務省力化
安全性向上
保全の最適化

・メリット
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非平常時への対応力の向上

・渇水時には発電電力量が減少し収入が減少するため、保守経費の確保策が重要

％

・年度によってプラス２割からマイナス２割の増減
・事業者によっては過去に５割の渇水事例も
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公営電気の立場から見た重要な視点と要望

■職場環境の整備 ・・・ 人材確保、技術力維持、保守費用確保

・長期に運用する水力価値の認知度向上施策

・水力発電の価値の確立施策（環境価値、地域貢献価値等の向上）

・主任技術者制度等の資格要件の最適化

■スマート保安の一層の推進 ・・・ 保守技術向上、設備保全、人材確保

・スマート保安支援制度

■非平常時への対応力向上 ・・・ 設備保全、保守費用確保

・災害復旧の支援制度

・大規模修繕、渇水等に対する積立金制度（今後顕在化の見込み）



終わりに

・公営電気事業・施設は電力の地産地消や地域環境保全に貢献する都道府県民の貴重な財
産

・技術職員の採用、職場環境の整備、技術継承、外部委託などの更なる対策により、保安
人材を確保

・スマート保安の一層の推進により保守技術のレベル向上

・災害や渇水等、非平常時への十分な対応力を確保

・都道府県営電気事業の魅力をアピールしながら、保安力の維持・向上を推進し、永続的
な地域貢献を実施
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